
年度　江戸川区「行政評価」事務事業分析シート

平成15年度

□ 区民全体 □ 対象年齢あり（　　　　）

☑ 対象条件（町会・自治会加入世帯数）

備考 ：

環境防災部 防災課 事業係

29,000人26,646人 人26,561人

成果実績・目標③④のグラフ

(03) 5662-2129 (直通)

成果・目標指標の説明

・防災意識の啓発を図り、地域防災リーダーの育成と自主防災組織の活性化を推進する。
・災害時に備え、住民同士の結びつきを育て、防災意識と知識を高める。
・町会主体の地域訓練等の活性化を図る。
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績

①

14年度 

地域防災訓練・講習会等の開催回数（地域主催）

地域防災訓練・講習会等の参加者数（地域主催）

②

8回 

296人

④

人

町会・自治会が主体となって実施する訓練等の参加者数

事業の目的及び概要

地域防災講習会・座談会開催参加者数（区主催）

事業の開始年度

現 在 の 課 題

事業の対象者と動向

活　動　指　標　名

222,125世帯

回 

↗

18年度 

回 

町会・自治会を対象に、区内２３地区にわけ実施した回数

活動指標の説明

町会・自治会に未加入世帯は除く（町会を対象とし、町会長に参加者の取りまとめを依頼しているため）

地域防災講習会・座談会開催回数（区主催）

17年度 

町会・自治会を対象に、区内２３地区にわけ実施した参加者数

増加傾向

作成日

電話番号

自主防災組織力の強化（地域防災講習会・座談会）

日年17 20月6平成

対象の傾向

　自主防災組織（町会・自治会）役員の高齢化

　地域防災訓練等の参加者数の減（平成7年度：77,000人）

229,046世帯

15年度 

[区人口・各年4月1日現在]

14年度 18年度 

整理
番号

13

事 業 名

所 属 名

事
業
の
目
的
・
課
題

対
　
象

14年度 

12回 

426人

成　果 ・ 目　標　指　標　名

15年度 16年度 

日 

224,624世帯 226,371世帯

17年度 16年度 

人

目標値設定の説明

295回

15年度 18年度 

町会・自治会が主体となって実施する訓練等の開催回数

19年度目標

回 383回353回

　若年層への参加の呼びかけ

　全町会が地域訓練等を実施
し、区民の防災意識を高揚を図
る（未実施町会：４０町会）

③

②

　

①

　

人

286回

16年度 17年度 

活動実績①②のグラフ

　

④

③

人27,182人

回

平成 17

353回
③ 295回 383回

27,182人

④ 26,646人

29,000人

回

100回

200回

300回

400回

500回

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度目標
24,000人

25,000人

26,000人

27,000人

28,000人

29,000人

30,000人目標

 12回

① 8回

426人

② 296人

回

5回

10回

15回

20回

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

人

100人

200人

300人

400人

500人

600人

1/4



自主防災組織力の強化（地域防災講習会・座談会）事 業 名

災害対策基本法第５条第２項

　

☑ なし □ あり

委託等の内容（ 調理・配膳等、管理運営委託 ）

２３区についても防災教室・避難所運営訓練等実施

　

A(a) 国都支出金（歳入） ① 会場使用料

A(b) 区負担分 ② テキスト印刷費

A(c) 受益者負担（歳入） ③

④ 　

⑤ 　

⑥ 　

( ～）
⑦ 人件費

自主防災組織リーダー講習会

経費の説明

ア 常勤職員

19千円

308千円

①

その他背景・他の自治体の状況等

自主防災組織・区民消火隊・消防団等を対象に年１回実施

16年度総事業費（Ａ+Ｂ）　 1,494千円

②

事
　
　
業
　
　
背
　
　
景

③

民間委託やボランティアなどとの協働の状況

実施の根拠となる法令等　

対象事業に関連する他の事業

事　業　名 事　業　概　要

Ａ 区の会計内訳（ａ～c）

0千円

1,494千円

　　　　支出内訳（①～⑦）1,494千円

　

・会場使用料は１２開催のうち７施設。
・テキスト印刷費は参加人数により増減。

　

イ 非常勤職員

0.1人

0.1人

1,167千円

　

　

　

総事業費の経年変化 14 年 度

Ｂ 利用者が事業者等へ直接支払う額

0千円

0千円

経
　
　
費
　
　
の
　
　
概
　
　
要

ウ 臨時職員 　

 A(b) 139,965
 143,369

0

500

1,000

1,500

2,000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

A(a)

A(b)

A(c)

Ｂ　

A(b)
100.0%

①
1.3% ②

20.6%

⑦
78.1%

平成１6年度
区会計

支出比率
①～⑦

A（a～ｃ）
区会計内訳

平成16年度
総事業費（A+B）

負担比率

　講習会・座談会１開催あたりの経費

16年度の

経費は全額　区が負担しています

（千円）
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そう思う そう思わない

5 4 3 2 1

1 ○
2 ○

3 ○
4 ○

5 ○
6 ○

7 ○
8 ○

9 ○
10 ○

 

 

　【効率性】

経費を削減できる可能性がある。

工夫や改善が必要である。

　

事業の成果を上げている。

区が実施すべき事業である。

　【実績】

　【公平性】

 

 

　【協働の可能性】　※既に実施している場合は、拡大・維持・縮小の可能性をとして評価

 

 

平成１7年度 江戸川区「行政評価」内部評価シート

目的を達成するために他の手段がある。

目的を果たすために有効な事業である。

備　　　考評価項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評点　

13整理番号

所属名 環境防災部 防災課 事業係

ただし、様々な手段を用いて防災意識を高める必要がある

所 管 課 長 評 価

事業名

　【必要性・代替性】

自主防災組織力の強化（地域防災講習会・座談会）

ボランティアやNPOの活用が可能である。

受益者負担を検討する必要がある。

対象者や実施回数、助成額等は適切である。

　災害時の共助の力を高めるには、一般的広報よりも住民と膝をつき合わせ、自らの地域を題材として具
体的な防災対策を考えることが大切である。こうした事業を通し、はじめて実践に移すことが出来る。今後
もより充実し、継続していきたい。

 

所 管 部 長 の 意 見

民間委託の可能性がある。

 一部活用は可能だが、全体での活用は難しい

3/4



　

そう思う そう思わない

5 4 3 2 1

1 ○
2 ○

3 ○

4 ○

5 ○
6 ○

7 ○
8 ○

9 ○
10 ○経費を削減できる可能性がある。

・いつ、何があるかわからない時代であり、区民の安全にとって重要な事業である。区、町内会のコ
ミュニケーションを図り、地域防災力が高まるよう効果的な指導をしてほしい。
・町会や自治会に加入していない区民への働きかけが必要ではないか。
・効率性から見て町会･自治会だけを中心とする考え方は古くなってきているのではないか。地域に
存在するその他の組織・団体等を活用する方法も検討してほしい。
・成果指標は、地域防災訓練の回数･参加者となっているが、実際に地域の防災力が高まったことを
示すような指標の方がよい。

備　　　考

民間委託の可能性がある。  

 対象者や実施回数、助成額等は適切である。

区が実施すべき事業である。  

目的を達成するために他の手段がある。  

　【効率性】

工夫や改善が必要である。

 

 

受益者負担を検討する必要がある。

平成１7年度 江戸川区「行政評価」外部評価シート

整理番号

外 部 評 価 委 員 会 評 価

　【必要性・代替性】

13 事業名 自主防災組織力の強化（地域防災講習会・座談会）

所属名 環境防災部 防災課 事業係

評価項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評点　

　【公平性】

　【実績】

外部評価委員会の意見

目的を果たすために有効な事業である。  

事業の成果を上げている。
町会等へ加入しない区民も増えているので、町
会で実施した参加者数だけで効果を計ることは
自己満足に終わってしまうのではないか。

　【協働の可能性】　※既に実施している場合は、拡大・維持・縮小の可能性として評価

ボランティアやNPOの活用が可能である。
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